「ふつう」の人の国の福祉制度とスティグマ
東京大学大学院経済学研究科

松井彰彦

日本社会は均質な人々から成る国だと言われる。かつてよく使われた「一億総中流」という言葉や施策のベンチマークとなった「標準世帯」という概念こそ死語になりつつあるが、派遣社員やニートなど、日本で大きくとりあげられる問題は「ふつう」の人が直面する問題である。日本の均質性は必ずしも根拠のない妄言というわけではない。たとえば、少数民族の代表格のアイヌ人ですら、その認知されている人口は２万数千人、人口のわずか0.02％である。日本は移民もあまり受け入れていない。ＯＥＣＤの移民統計によると、2008年における日本の移民人口は全人口の1.6％と、ＯＥＣＤ30カ国中28位であり、ほぼ中央値14位の英国のそれが9.1％であることからしてもいかに移民の数が少ないかがわかる。
日本は「ふつう」の人から成る国である。通常一定割合で存在するはずの障害者ですら他の先進諸国と比べて極端に少ない。たとえば、欧州ではすでに障害は長期疾病と区別することをせず、自己申告によるカウンティングが定着している。それによると、16歳以上64歳以下のLSHPD（Long-Standing Health Problem or Disability:（６ヶ月以上の）長期間に渡る健康上の問題ないし障害を持つ人）の割合は、EU15カ国全体で16.4％、最高のフィンランドで32.3％、最低のイタリアで6.6％などとなっている（Source: EUROSTAT, Statistics in Focus, 2003）。

それに対し、日本では長期の健康上の問題のある人と障害のある人を厳格に分け、後者に障害者手帳を交付している。その結果、18歳以上64歳以下の障害者はわずか４％となっている（2005年障害者白書および国勢調査から試算）。
われわれは名刺交換からメールのやりとりに至るまで、日々の行動や判断の多くを慣習や規範に拠ってこなしている。慣習や規範によって、われわれの考える労力は大幅に節約されている。しかし、これらの慣習や規範は「ふつう」の人を基準として作られている。その結果、「ふつう」でない人々はこれらのシステムの中で生きていくことに困難を覚える。「ふつう」の範囲が狭い国は「ふつう」の人にとっても息が詰まるくらい住みにくい。みんなが「ふつう」から少しずつ外れているのに、「変な人」と思われるのが怖くて、みんな無理をして「ふつう」のふりをする。それでも多くの人はいつの間にか、それが「ふつう」だと思って、暮らすようになる。その基準からどうしても外れてしまう人たちがいる。そういう人たちは、しばしばスティグマやそれに伴う不利益と闘いながら窒息寸前である。いや、「ふつう」の人たちですら、窒息しそうになっているのではないだろうか。ＯＥＣＤ諸国で第２位という日本の自殺率の高さもこの窒息感の表われかもしれない。
☆☆☆
福祉資本主義体制とは、福祉国家体制と資本主義経済体制とが共存しているような体制のことを指す。この体制に関して、これまで様々な議論がなされてきたが、その多くは、「福祉」という修辞にもかかわらず、「ふつう」の人を念頭に置いている。

　エスピン・アンデルセン（1990）は、福祉資本主義を脱商品化の度合いで測る。かれの分析によれば、「脱商品化はサービスが権利として与えられ、市場に依存せずに生計を維持できる状態（ibid pp.21-22、著者訳）」と規定される。そのうえで、西欧の先進国を大きく３つの福祉資本主義レジームに分ける。自己責任原則を旨とし、競争からこぼれた人を少額の給付金ですくいとる自由主義レジーム、強制力のある社会保険とそれに伴う強力な給付を特色とする保守主義レジーム、基本的で平等な給付金を、過去の所得や保険料納付によらずすべての人に給付する社会民主主義レジームの３つである。自由主義レジームには米英が該当し、保守主義レジームにはドイツや他の多くの欧州大陸の国々が属し、社会民主主義レジームには、スカンジナビア諸国が属するという。

　このアンデルセン流の考えを日本に当てはめると、どのようなことが言えるか。渡辺(2004)は、この考えを修正しつつも大枠では、日本のレジームは保守主義レジームに該当すると述べる。遂行上の問題が浮上しているとはいえ、国民皆保険を志向する制度などを考えれば、妥当な分類であろう。その一方で、中西(2008)は、日本は自由主義レジームに向かいつつあると述べる。

　この二つの意見の相違の陰に隠れているのが、日本社会を特徴づける一様性の考えである。実際、日本のレジームはダブル・スタンダードとでも呼ぶべきものとなっている。日本の年金や医療制度は、確かに保守主義レジームに近い設計がなされている一方で、特別なニーズを持つ人々に対する給付は、自由主義レジームに近い。生活保護制度や障害の認定における手帳制度は正に自由主義レジームの典型例と言える。
このダブル・スタンダードは、公的支出の額に顕著に表われている。2007年のＯＥＣＤの統計によると、日本の公的社会支出は国内総生産（ＧＤＰ）比18.6％であって、ＯＥＣＤ平均の20.5％よりやや低い程度であるのに対し、日本の障害関連の公的支出はわずか0.7％と、ＯＥＣＤ平均の2.3％の3分の１以下に留まっている。この点は図からも読みとることができる。図では、横軸に公的社会支出、縦軸に公的障害関連支出をプロットしているが、この図からも日本の障害関連支出が極端に低いことが見てとれる。

この事実が、先ほどの論者の意見の相違を端的に示している。「ふつう」の人を対象にした社会保障を見た渡辺が日本を保守主義レジームに分類し、障害問題を中心に論じた中西が日本を自由主義レジームに分類したのは、理の当然でもあったのである。
自由主義レジームの下では、自己責任原則との整合性を図るために、「ふつう」から極端に離れた人に給付が限定される。ワーキングプアと呼ばれる人々と生活保護を受ける人々との間の収入の逆転現象が話題となっているが、それでもなおワーキングプアの人々が生活保護を受けないのは、ミーンズテストによって行政が受給者を選別するとともに、生活保護世帯にスティグマを貼り、かれらを蔑視する戦略が「功を奏した」ことが理由として挙げられる。
　日本では、ミーンズテストによる健常者と障害者の選別や障害者の施設への隔離政策を通じて、差別状況が行政的に作り出されている。このような状況では、福祉従事者も含め、人々が「ふつう」でない人としての障害者にスティグマを貼りがちであることも想像に難くない。スティグマは福祉行政の中で生み出されていくものでもある。
　Kaneko ＆ Matsui(1999)は、社会の中で「白紙」の状態から経験を積み重ねた人間がどのような社会像を作るか、という問いを立て、差別行為を通じて偏見が生まれるメカニズムを分析した。そして、何らかの理由で区別されている集団が、別の集団からスティグマを貼られ、忌避されることがある程度必然的に出てくることを示した。例えば制度的な理由で施設に隔離されている人々がいたとすると、周りの人々および隔離されている当事者も隔離されている理由を個人の属性と捉え、忌避するようになる。分析の理論上のポイントは、隔離の元々の理由は、肌の色でも身長でも何でもかまわないという点である。現実には個人差は必ずあるものであるから、理由などいくらでもついてしまう。人間関係においては、しばしば「真実」はみんなの意見で作られてしまうのである。
日本の福祉行政は、「ふつう」から外れた人々をミーンズテストによって選別し、そこにＧＤＰ比にしてＯＥＣＤ平均の3分の１の予算をかけるという形で進められている。選別対象にはスティグマが貼られ、二等市民としての生活を余儀なくされる。一方、今回のＲＥＡＤ公開講座第一部で紹介があったように、二重の制度構造のために、「ふつう」の人のための制度に乗り切れず、障害者の枠にも入らない人々は、福祉制度と「ふつう」の社会制度という二つの制度の間の溝に落ち込んでしまっているのが現状である。
少子化が叫ばれ、子供の数を増やすにはどうすればいいかなどと悩むより先に今現にそこにいて、二重の制度のために苦しんでいる人々や子供たちにしっかりとした手を差し伸べると同時に、より長期的には「ふつう」の人のための制度と「ふつう」から外れた人のための制度ではなく、万人を包み込むシームレスな制度を構築することこそ、経済の老衰化を止めるために必要なことではないだろうか。そして、そのための努力は、「ふつう」の人であり続けようとするために自分を見失った人々の魂にも安らぎを与えることになるに違いない。ＲＥＡＤ公開講座第二部ではそういったシームレスな制度構築を念頭に置いた議論もなされる。
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Figure 1. Public Social Expenditures (% of GDP, 2007)

ＯＥＣＤ統計を元に筆者が作成
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